
総事業費

低所得世帯支援枠 推奨事業メニュー
給付金・定額減税

一体支援枠
翌年度繰越

1,015,921,577      1,001,433,000  564,046,000  116,002,000  234,216,000  87,169,000  -  14,488,577

1 単
電力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援追加給付金【物価高騰対策給
付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　8,400世帯×70千円
事務費　　7,555千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　使用料及び賃借料　人件費
として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（8,400世帯）

564,046,919     564,046,000     564,046,000     -               -               -               -               919 R6.1.1 R6.3.31
１.非常に効果的
であった

令和6年3月29日までに8,009世
帯（支給率約97％）へ支給し家
計への支援を行った。

2 単
物価高騰対応重点支援給付金（住
民税均等割のみ課税世帯分）【物価
高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　2,100世帯×100千円
事務費　　3,267千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　使用料及び賃借料　人件費
として支出]
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（2,100世帯）

213,267,000     213,266,000     -               -               192,771,000 20,495,000 -               1,000 R6.2.1 R7.3.31 -

3 単
物価高騰対応重点支援給付金（低
所得者の子育て世帯加算分）【物価
高騰対策給付金】

①物価高が続く中で子育て世帯への支援を行うことで、子育て世帯の方々の生活を維持す
る。
②子育て世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯と同一世帯
の18歳以下の児童　1,300人×50千円
事務費　　1,120千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　使用料及び賃借料　人件費
として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯と同一世帯の18歳以下
の児童（1,300人）

66,120,000      66,119,000      -               -               41,445,000 24,674,000 -               1,000 R6.2.1 R7.3.31 -

7 単
電力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援追加給付金【家計急変等世帯
分】【物価高騰対策給付金】

①令和５年度市町村民税課税世帯の中で、予期せず家計が急変し、直近の収入減少により
市町村民税非課税世帯とみなされる世帯等の生活・暮らしを支援するため、１世帯当たり７万
円を給付します。
②給付金支給に係る経費
③対象世帯数：６０世帯　単価７０千円　　計４，２００千円
④電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金【家計急変等世帯分】支給世帯及び予期せ
ず令和５年１１月若しくは１２月に家計が急変し、住民税非課税世帯と同様の事情にあると認
められる世帯等

4,340,000       4,340,000       -               4,340,000 -               -               -               -               R6.2.1 R6.3.31
１.非常に効果的
であった

令和6年3月29日までに家計急
変世帯や措置児童等62世帯へ
支給し家計への支援を行った。

10 単 学校給食費無償化事業

①物価高騰による保護者負担の軽減を図るため、学校給食費について、令和６年１～３月の
３か月分を無償化します。
②物価高騰による給食費無償化に係る経費
③児童数３，７７７人×令和６年１～３月分給食費≒計５５，４７６千円
④小学校１４校に通学する児童の保護者

55,584,465      55,584,000      -               55,584,000 -               -               -               465 R6.1.1 R6.3.31
１.非常に効果的
であった

令和6年1～3月の3か月分の学
校給食費を無償化することによ
り、物価高騰による保護者負担
の軽減を図ることができた。

11 単 保育施設等副食費無償化事業

①物価高騰による保護者負担の軽減を図るため、市内の教育・保育施設の副食費について、
令和６年１～３月の３か月間無償化します。
②市内の教育・保育施設の児童の副食費
③必要経費
　　公立　＠4,500円×94人×3か月＝1,269,000円
　　私立　＠4,700円×958人×3か月＝13,507,800円
　　市外委託　＠4,700円×6人×3か月＝84,600円
　　合計　１４，８６２千円
④公立保育所４園、民間保育園７園、認定こども園５園、私立幼稚園２園、市外委託２園に通
園する児童の保護者

12,920,750      12,920,000      -               12,920,000 -               -               -               750 R6.1.1 R6.3.31
１.非常に効果的
であった

令和6年1～3月の3か月分の市
内の教育・保育施設の副食費を
無償化することにより、物価高騰
による保護者負担の軽減を図る
ことができた。

12 単 子ども食堂運営補助事業

①物価高騰の影響を受けているこども食堂の運営負担の軽減に係る補助金を支給します。
②補助金交付に係る経費
③３団体×１００千円　計３００千円
④三重子ども食堂ネットワークに加入し、継続的に活動している団体

241,000         241,000         -               241,000 -               -               -               -               R5.12.1 R6.3.31
１.非常に効果的
であった

物価高騰の影響を受けているこ
ども食堂に補助金を支給するこ
とで、運営負担の軽減を図るこ
とができた。

13 単 畜産業飼料価格高騰対策支援事業

①伊賀牛ブランドの維持・振興のため、高騰する飼料代の負担軽減を図ります。
②補助金交付に係る経費
③配合飼料　4,700円／ｔ×180ｔ
　単味飼料　4,700円／ｔ×23ｔ
　粗飼料　　7,000円／ｔ×150ｔ　計２，０００千円
※補助単価は三重県飼料高騰緊急対策事業において、飼料価格の高騰分や国補填制度に
よる補填分等を勘案して定められる額
④市内に住所又は事業所を有する伊賀牛生産農家（５事業者）

2,000,000       2,000,000       -               0 -               2,000,000       -               -               R6.1.1 R7.3.31 -
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14 単
エネルギー価格等高騰対応　省エネ
推進・生産性向上・業態転換支援補
助金

①エネルギー価格高騰の影響を緩和するとともに、生産性向上や業務転換を行うなど、意欲
的に経営力向上等を目指す取組を支援することを目的として、事業者への支援金給付事業を
行うための補助金を交付します。
②事業所への支援金給付事業を名張商工会議所が実施するに当たり補助金を交付するため
に必要な経費
③【支援内容】
補助額：下限１０万円～上限５０万円（千円未満切捨）、補助率：２／３
（積算：商工会議所への補助金内訳
　＜事業費分＞平均補助額（見込）329千円×補助事業者数（見込）113事業者　37,177千円）
　＜事務費分　人件費（当事業に携わる臨時職員等）、消耗品、郵送料等　2,823千円＞
④名張市内に事業所を有する中小法人・個人事業者

40,000,000      40,000,000      -               0 -               40,000,000      -               -               R6.1.1 R7.3.31 -

15 単
病院事業会計繰出金
（➁病院給食委託事業者支援分）

①物価高騰の影響による事業者負担の軽減を図るため、食材料費の増額分に対して支援を
行います。
➁病院給食委託事業者への支援に係る病院事業会計への繰出金
③給食業務委託費の単価差額（平均17.4円）×実績見込食数（109,680食）≒１，９００千円
④名張市病院事業

1,622,000       1,622,000       -               1,622,000 -               -               -               -               R5.6.1 R6.3.31
１.非常に効果的
であった

食材料費の増額分に対して支援
を行うことで、物価高騰の影響
による事業者負担の軽減を図る
ことができた。

16 単 病院事業会計繰出金

①原油価格高騰によるエネルギー、ガス料金の急激な上昇に対し、補助を行い病院事業の
維持に向けた経営支援を図ります。
➁エネルギー、ガス高騰分支援に係る病院事業会計への繰出金
③電気：単価差額7.23円(令和５年度見込：令和３年度実績)×令和５年度見込使用量
（2,000,531kwh） １４，４４４千円
　ガス：単価差額21.65円(令和５年度見込：令和３年度実績)×令和５年度見込使用量277,338
㎥　６，００４千円
　　　　計２０，４４８千円
※上記金額のうち、１０，１７７千円を病院事業会計に繰り出します。
④名張市病院事業

13,445,000      13,445,000      -               13,445,000 -               -               -               -               R5.4.1 R6.3.31
１.非常に効果的
であった

現下の物価高により厳しい状況
にある地域医療の中核を担う市
立病院について、公的価格によ
り価格に転嫁できないことから
経済対策を踏まえ本交付金によ
り支援を行い、市民の医療環境
の維持を図ることができた。

17 単 水道事業会計繰出金

①原油価格高騰による水道施設動力費の急激な上昇に対する補助を行うことで、利用者へ
の価格転嫁を抑制し、水道事業の維持に向けた経営支援を図ります。
②水道施設動力費（原油価格高騰分）支援に係る水道事業会計への繰出金
③（原油価格高騰分）
　燃料費調整単価差額(令和５年度見込：令和３年度実績)2.4089円×令和５年度見込使用量
7,912,000kwh　１９，０５９千円
※上記金額のうち、9,485千円を水道事業会計に繰り出します。
④桜ケ丘取水所ほか５９施設

16,939,518      12,272,000      -               12,272,000 -               -               -               4,667,518 R5.4.1 R6.3.31
１.非常に効果的
であった

水道事業者においては、導水・
送水・配水施設におけるポンプ
の使用や、浄水処理等の過程に
おいて多くの電力を消費するた
め、電力価格高騰により事業経
費が増大しているため、その支
援を行うことができた。

18 単 下水道事業会計繰出金

①原油価格高騰による下水道施設動力費の急激な上昇に対する補助を行うことで、利用者
への価格転嫁を抑制し、下水道事業の維持に向けた経営支援を図ります。
②下水道施設動力費（原油価格高騰分）支援に係る下水道事業会計への繰出金
③（原油価格高騰分）
　燃料費調整単価差額(令和５年度見込：令和３年度実績)2.4385円×令和５年度見込使用量
6,233,000kwh　１５，１９９千円
※上記金額のうち、7,564千円を下水道事業会計に繰り出します。
④名張市中央浄化センターほか２４３施設

13,356,925      9,787,000       -               9,787,000 -               -               -               3,569,925 R5.4.1 R6.3.31
１.非常に効果的
であった

下水道事業者においては、下水
道処理場での水処理の過程や
ポンプ施設等において多くの電
力を消費し、電力価格高騰によ
り事業経費が増大しているた
め、その支援を行うことができ
た。

19 単 公共施設の光熱費高騰分への充当

①地方公共団体が運営する直接住民の用に供する施設（小中学校やこども支援センター等）
のエネルギー価格高騰分に対し、当該交付金を一部充当します。
②光熱費高騰分
③＜積算＞単価差（令和５年度見込－令和３年度実績）×令和５年度見込使用料金
　　　　　　　　＝３０，６９１千円
＜内訳＞小中学校、図書館　…　24,552,316円
　　　　　　　保健センター、子どもセンター、
　　　　　　　こども支援センターかがやき等　　…　6,139,000円
※上記金額に対し当交付金を12,038千円充当し、残額は一般財源で賄います。
④小中学校、こども支援センター等公共施設

12,038,000      5,791,000       -               5,791,000 -               -               -               6,247,000 R5.4.1 R6.3.31
１.非常に効果的
であった

市民サービス低下させることな
く、対象施設の運営を継続する
ことができた。
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